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役 員 給 与 に 関 す る Ｑ ＆ Ａ 

 昨年の12月に国税庁から役員給与に関するＱ＆

Ａが公表されました。この中では、最近の業績悪

化により役員給与を引き下げざるを得ない企業に

も対応した内容が記載されています。 

 そこで今回は、役員給与を改定する場合の取り

扱いについてご紹介します。  

【法令で規定されている役員給与の改定】 

 この中で、最近の経営環境の中で役員給与を減

額する場合の指標となるものが③の「業績悪化改

定」です。 

 ただし、単に業績・財務状況・資金繰りの悪

化、倒産の危機に瀕しているという事だけでは利

益調整に繋がってしまい改定の要件には該当しま

せん。 

 それでは具体的に、どのような場合が該当する

のでしょうか。 

 事業年度開始の日から３ヶ月を経過する日ま

でにされた定期給与の改定 

  ① 通 常 改 定 

 職制上の地位や職務内容の重大な変更等によ

る定期給与の改定 

  ② 臨 時 改 定 

 経営の状況が著しく悪化したこと等による定

期給与の改定 

  ③ 業 績 悪 化 改 定 

【 業 績 悪 化 改 定 の 具 体 例 】 

ここで一つ注意が必要なのは上記１の株主

についてです。 

同族会社の場合では株主が尐数、役員の一

部が株主、株主と役員が親族ということがあ

るため、客観的かつ特別な事情を具体的に説

明する必要があります。 

したがって、第三者との関係上、減額せざる

を得ないというところがポイントとなります。 

以上のように、たとえ事業年度の中途から

役員給与を減額したとしても、これらの要件

に該当すれば、変更前後の役員給与は全額が

損金となります。 

 

 株主との関係上、業績や財務状況の悪

化について、役員としての責任から減額

せざるを得ない。 

１ 

 銀行借入金のリスケジュール協議にお

いて、減額せざるを得ない。 

 取引先等の利害関係者からの信用を維

持・確保する必要性から、経営状況の改

善を図るための計画が策定され、これに

役員給与の減額が盛り込まれた。 

２ 

３ 
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 さくら総合Ｍ＆Ａセンターでは、北海道新

聞社様から取材を受け、夕刊一面に右のよう

な記事を掲載して頂きました。扱いの大きさ

に、この話題がいかに注目されているかを再

認識しました。そこでこの機会に、改めて中

小企業の事業承継をとりまく現状について簡

単にご説明させて頂きたいと思います。 

 

現在全国で、事業承継を理由として毎年約７

万社が廃業し、これにより２０～３５万人の雇用

が失われています（中小企業白書2006 ）。つま

り函館市の人口（286,814人H20.12末）位の雇

用が毎年失われていることになります。 

こういった雇用の喪失は廃業を選択される経

営者様にとって本意のものではなく、継いで

下さる方がいないためにやむを得ず廃業する

ことを原因としています。 

弊社にご相談頂く場合も、「他の条件は二の

次でいいから従業員だけは引き継いで欲しい」

と、まずは従業員の方を気遣う経営者様を多

くお見受けいたします。 

会社を譲渡するとなると、従業員の解雇がつ

きものという誤った認識が見受けられます

が、事業再生型のものは別として、事業承継を

目的としたＭ＆Ａでは、買収側も従業員を引継ぐ

ことを希望される場合がほとんどです。 

これは、従業員を引継がなければ、Ｍ＆Ａの

目的である規模やノウハウ、取引先の承継と

いったことが極めて困難となり、また、その

醍醐味である相乗効果を発揮することが難し

くなるためです。 

 後継者様がいない場合、Ｍ＆Ａを選択され

る傾向は、今後益々増加するものと考えられ

ます。関心をお持ちの方は、お気軽に監査担

当者にご相談下さい。  

さくら総合M&Aセンター 

新 聞 掲 載 記 事 の ご 紹 介 

後 継 者問 題 を 解 決 す る Ｍ ＆ Ａ 

弊社担当者のコメント 

北 海 道 新 聞 、 新 潟 日 報 よ り 



  

 今回、縁あって統合のお手伝いをさせていただき

ました。統合まで半年ほどの間の定期的な打ち合わ

せは勿論のこと、それ以外にも各社の状況が様々で

したので、各社を回って関係者へ事前の説明をする

など納得していただくための時間は想像以上にかか

りました。（５社を午後から訪問しまして、すべて

訪問し終える頃には真っ暗でした。） 

 また、統合後のイメージを事前に描いてもらい、

それを実行するためには何をするべきなのか（時に

は意見が衝突することもありましたが）、各社に真

剣に検討してもらったことが、新会社でのスムーズ

なスタートに繋がったのではないかと思います。 

同業者五社による新会社設立 

弊社担当者のコメント 

中 小 企 業 の 生 き 残 り 策 

（補足）上記「道央Ｍ＆Ａセンター」は、平成20年

11月に「さくら総合Ｍ＆Ａセンター」に社名変更し

ています。 
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編 集
後 記 

 ５年ぶりに広報委員会に戻ってきました。 

５年という年月は短いように感じていました

が、実際、グローバルの作成をしてみると、

ソフトのバージョンアップとともにすべてが

変わっていました。新しい機能についていけ

るよう頑張りたいと思います。（木村）  

さくらインターネット会計 
当事務所で導入しています新しい会計ソフト「さくらインターネット会計」につきまして、複数回にわ

たりご紹介させて頂きます。 

まず第一回目として、この「さくらインターネット会計」の大きな特徴を述べさせていただきます。 

 入力された会計データは、リアルタイムに当

事務所と共有されます。 

 メッセージ機能や内蔵されたメール機能に

より、不明点は素早く当事務所が対応しま

す。会計の専門家の指導・チェックを即座に

受けられるシステムです。 

 インターネットの接続環境さえあれば、社

内各部署はもちろん社外出張先などからで

も、いつでもデータにアクセスして利用するこ

とができます。 

 多階層部門管理、部門別貸借対照表によっ

て、多角的な部門業績管理、多店舗展開企業の

店舗別運用、リアルタイム合算が可能です。 

 さらに予算管理機能で目標実績管理がタイ

ムリーに行えます。 

 『さくらインターネット会計』は、「同時

アクセスライセンス」を採用しており、同時

にアクセスするパソコン数を制限しているた

め、インストールするパソコン台数に制限はあり

ません。 

 記帳レベルに合わせた入力方式が選択でき、経

理業務の負担が軽減されます。 

 また、入力操作等の疑問点もその画面ごとの

「オンラインマニュアル」によるヘルプ機能で確

認できます。 

 インターネット環境があれば、導入時のサー

バー・パソコンなどのハードの初期投資は不要で

保守契約などの運用コストも必要ありません。 

 ソフトのバージョンアップは起動時に自動実行さ

れ、常に最新のシステムを利用できます。 

１ 当事務所とリアルタイムに会計データ

を共有、素早いチェック体制を確立  

２ 関係各部署や出張先など、全国どこか

らでもアクセスして利用可能  

３ 最新の部門別計算、予算管理等の「業

績管理システム」を完備  

４ システムをインストールするパソコン

の台数に制限無し  

５ わずかな操作で日常業務が簡単 

「データ入力」  

６ 貴社の会計システムにかかるコスト

低減に貢献  

新 し い 財 務 環 境 の ご 提 案 Vo l . 1 

さ く ら 


